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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

   当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策等により、企業業績が

好調に推移し、景気回復の兆しが見られました。一方、四月以降の消費税率の引き上げにより、耐久消

費財に対する個人消費が減退する等、依然として先行き不透明な状況が続きました。 

   当警備業界におきましては、同業他社との受注競争の激化や警備品質向上のための人材確保、育成に係

るコストアップ要因等を抱え、依然として厳しい経営環境が続いております。 

   このような状況の中、当社グループは「売上と収益の拡大」「品質の向上」「業務の効率化」を目指して

以下の課題に取組んでまいりました。具体的には新営業体制下での機械警備の売上拡大、売上金回収

サービス「ＴＥＣ－ＣＤ」をはじめとした高付加価値商品やサービスの販売を推進するとともに、競合

他社との差別化、品質向上を図るための警備員への実践教育の徹底、新勤務体制の導入、購買部門の新

設、業務部門の統合等を推進してまいりました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、計画的な採用人員増加に伴う

一時的な人件費の増加等により前年同四半期比で増収、減益となりました。 

売上高は、警備事業、ビル管理事業がともに堅調に推移した結果、4,725 百万円、前年同四半期比 105

百万円、2.3％の増収となりました。利益面では、一時的に販管費等が増加したことにより、営業利益は

109 百万円となり、前年同四半期比△46 百万円、29.8％の減益となりました。経常利益は 174 百万円、

前年同四半期比△45 百万円、20.8％の減益となり、四半期純利益は 100 百万円、前年同四半期比△20 百

万円、17.2％の減益となりました。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

（警備事業） 

警備事業につきましては、機械警備、輸送警備、施設警備は堅調に推移しましたが、受託管理業務、

機器販売が伸び悩んだことから、売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高は除く。）は 3,559 百万

円、前年同四半期比 98 百万円、2.9％の増収となりました。損益面では、業務全般にわたる効率化に取

組みましたが、セグメント利益（営業利益）は82百万円となり、前年同四半期比△47百万円、36.5％の

減益となりました。 

（ビル管理事業） 

ビル管理事業につきましては、グループ各社の総力を結集したビル管理サービスの提供に努めた結果、

売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高は除く。）は 1,166 百万円、前年同四半期比 6 百万円、

0.6％の増収となりました。セグメント利益（営業利益）は 16 百万円となり、前年同四半期比△3 百万

円、18.6％の減益となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

 （資産） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、22,471 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 148 百万円

減少しました。 

流動資産は12,159百万円となり、前連結会計年度末に比べ422百万円減少しました。 

その主な要因は、現金及び預金が 95 百万円、受託管理業務に係る受託現預金が 168 百万円、受取手形

及び売掛金が123百万円、有価証券が77百万円それぞれ減少したこと等によるものです。 

固定資産は10,312百万円となり、前連結会計年度末に比べ274百万円増加しました。 

その主な要因は、投資有価証券が評価益の増加等により 169 百万円、退職給付に係る資産が 194 百万

円増加したこと等によるものです。 

 （負債） 

   負債は3,718百万円となり、前連結会計年度末に比べ373百万円減少しました。 

 （純資産） 

   純資産合計は18,752百万円となり、前連結会計年度末に比べ225百万円増加しました。 

   自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.6ポイント増加の83.5％となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

   平成 27 年３月期の業績予想につきましては、厳しい市場環境が続いておりますが、一方で、ホームセ

キュリティを含む機械警備の売上増加とコールセンター業務などの複合業務を絡めたビル管理業務の堅

調な推移が見込めることから、平成 26 年５月９日に公表した連結業績予想からの修正は行っておりませ

ん。  

    

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

   該当事項はありません。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 （会計方針の変更） 

１．「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24

年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用

指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤

務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更

並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

   退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、

当第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。 

   この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 29 百万円減少し、退職給付に係

る資産が 145 百万円、利益剰余金は 112 百万円それぞれ増加しております。また、当第１四半期連結累

計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

東洋テック㈱ （9686） 平成27年3月期 第１四半期決算短信

3



 

  ２．「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 

平成 25 年 12 月 25 日）を当第１四半期連結会計期間より適用しておりますが、当第１四半期連結会計期

間の期首より前に締結された信託契約であるため、従来採用していた方法により会計処理を行っており

ます。 

 

   信託が保有する自社の株式に関する事項 

① 信託における帳簿価額 

 前連結会計年度 49百万円  当第1四半期連結会計期間 33百万円 

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か 

 信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

③ 期末株式数及び期中平均株式数 

 期末株式数   前第１四半期連結累計期間 85千株  当第１四半期連結累計期間 32千株 

 期中平均株式数 前第１四半期連結累計期間 92千株  当第１四半期連結累計期間 39千株 

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か 

 期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりま

せん。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

  （継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

   当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日) 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 警備事業 ビル管理事業 計 

売上高  

 外部顧客への売上高 3,460,398 1,159,793 4,620,192 ― 4,620,192

 セグメント間の内部売上高又は振替高 7,600 122,095 129,696 △129,696 ─

計 3,467,999 1,281,889 4,749,888 △129,696 4,620,192

セグメント利益 130,143 20,820 150,964 5,646 156,610

（注） １ セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。 

 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

     （固定資産に係る重要な減損損失） 

     該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

     該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日) 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 警備事業 ビル管理事業 計 

売上高  

 外部顧客への売上高 3,559,373 1,166,149 4,725,522 ― 4,725,522

 セグメント間の内部売上高又は振替高 7,601 171,139 178,740 △178,740 ─

計 3,566,974 1,337,289 4,904,263 △178,740 4,725,522

セグメント利益 82,614 16,958 99,573 10,402 109,976

（注） １ セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。 

 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

３ 会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結累計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変

更したことに伴い、報告セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

  この変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。 
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

     （固定資産に係る重要な減損損失） 

     該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

     該当事項はありません。 

 

 

４．補足情報（ご参考） 

   販売の状況 

    販売実績 

    当第１四半期連結累計期間における業務別の販売実績は、次のとおりであります。 

（単位：千円、％） 

業務別の名称 販売高 前年同四半期比 前年同四半期比(%) 

 機 械 警 備 1,903,672 25,045 1.3

 輸 送 警 備 340,512 32,677 10.6

 施 設 警 備 445,301 24,682 5.9

 受 託 管 理 418,027 △11,155 △2.6

 工事・機器販売 161,571 △25,153 △13.5

 警備業務計 3,269,085 46,095 1.4

 ビ ル 総 合 管 理 1,456,437 59,234 4.2

合   計 4,725,522 105,330 2.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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